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１．はじめに 

多国籍企業においては、知識をグローバルに移転させることが競争優位に繋がると考え

られている１）。本研究ではユニークな製品を扱っている日系多国籍企業の台湾進出を例に、

親会社から海外子会社への知識移転について事例分析を行った。 

 

２．研究の目的 

先行研究では「社会的関係性」が親会社から海外子会社への知識の移転を容易にする要因

の１つと考えられている。本研究では親会社と海外子会社間における社会的関係性の理論

をベースに「海外子会社においてどのような条件が備われば、親会社から海外子会社への知

識移転が容易になるのか」といった視点から、事例を基に考察を行い、多国籍企業の進出先

選定に有益な示唆を与えることを目的とする。 

 

３．先行研究 

多国籍企業にとって、海外進出先をどこに選定するかは重要な問題である。これまでの立

地論の研究では、進出先に関して考慮すべき要因として製造拠点の性質（費用の最小化）２）

製造活動の種類（労働志向型、輸送志向型、外部経済型）３）製品の製造費用４）などが挙げ

られ、また販売可能な地域への進出５）や情報入手可能性６）についても考慮すべきと言われ

てきた。また専門化され高度に訓練された労働を必要とする工業については、労働供給が発

展してきた諸地域に群衆することが知られている５）。また多国籍企業論の研究では、知識を

グローバルに移転させることが多国籍企業の競争優位に繋がると考えられている 1）。しかし

親会社から海外子会社への知識の移転は容易ではない。移転の阻害要因としては、知識の特

性による要因、認知的要因、政治的要因、制度的要因、知識の受入側の吸収能力の欠如、知

識の供給側と受入側の関係性による要因などが指摘されている７-８）。先行研究では、本社か

ら海外子会社に対して社会的関係性を形成することが知識移転に有効であるということが

分かってきた９-１９）。ここでの社会的関係性とは、実践の場の共有によって形成された信頼

と共通の価値観に基づくアクター間の関係性である２０）。社会的関係性が知識移転を促す理

由としては、以下の３点がある。1 つ目は社会的関係性の形成によって可能となる高頻度・

高密度のコミュニケーション２１-２２） 2 つ目は社会的関係性が知識移転に伴うリスクや不

確実性を低減する効果をもつためである２３-２４） ３つ目は社会的関係性を形成する時のベ

ースとなる実践の場への参加が、ノウハウの蓄積に不可欠であるためである２５－２７） また

社会的関係性を形成するためには暗黙知を移転する組織メカニズムが重要であるといった



研究２８）や社会的関係性を形成するための能力の相違に関するフレームワークも提唱され

ている２０）。海外子会社の価値認識に関する共有レベルは、多くのケースで必ずしも本国親

会社が満足出来るものではなく、それは高い暗黙知性を持つ知識や移転に必要な海外子会

社の能力を育成する際の制約条件によるものと考えられている２９）。しかし海外子会社の能

力を育成するための制約条件についての研究はあまりなされていない。  

 

４．仮説 

先行研究では社会的関係性の形成を行うことで親会社から海外子会社への知識移転を促

す事に注目が置かれてきた。本研究では海外子会社に視点を置き「海外子会社において、ど

のような条件が備われば、親会社から海外子会社への知識移転が容易になるのだろうか」を

リサーチクエスチョンと考え、その条件について探索することにする。例えば海外子会社に

おいて「長期雇用を促す制度」や「雇用が少なく転職が難しいといった地域性」「取得した

特異な技能を活かせる転職先が少ない」といった条件を備えていることで、親会社からの知

識移転が容易になると考えた。そこで以下の仮説を提示する。 

  

親会社からの知識移転が容易になる海外子会社の条件は、以下の通りである。 

H１ 長期雇用を促す制度 

H２ 雇用が少なく、転職が難しいといった地域性 

H３ 親会社から移転された知識が特異な技能である 

 

５．事例 

日本のガラス機器メーカーX 社は 1945 年に設立され、実験用のガラス器具などの各種測 

定機器の製造販売を行っている。同社の主力製品であるガラス体積計（メスフラスコ、ホー

ルピペット、メスピペット）は日本で製造していたが、1973 年に台湾（高雄）に海外子会

社を設立し、台湾においても製造を開始した。ガラス体積計の製造で一番重要なのは熟練工

の技能である。ガラス体積計の材料費は安価であるが、製造を行う際に多くの火力（電力）

を必要とする。よって熟練度が低いと製造時間が長くなってしまい、製造コスト（電気代）

が高くなる。X 社が進出した当時、台湾では同一企業で長年勤務しないと十分な年金が支給

されない制度があった。よって技術的な素養が無かった従業員でも長い間働いているうち

に優れた技能が身についてきたという。またこの様な特殊な技能を習得させるためには長

い時間が必要である。製品を上手く作れるまでは不良品を製造し続けてしまう事になるの

で、最初の２～３年は赤字であった。しかし従業員が辞めないこともあり、時間を掛けて粘

り強く技能を教え、彼らに体得させることが出来た。その後、台湾の年金制度が改正され、

長期間働かなくても年金が貰えるようになった。よって高度な技能を持った従業員が一部

退職したケースも散見されたが、結局 X 社に戻って来たケースが多かったという。これは

高度な技術を他社で生かせなかったのと、他に働く場所が少ないといった地域特有の事情



によるものである。その後台湾の X 社は多くの熟練工によって大量のガラス体積計を製造

し、日本やアジア諸国に製品を数多く輸出し、同製品の世界への供給基地となっている。 

 

６．考察 

本研究では親会社から海外子会社への知識移転を容易にする要因として「長期雇用を促

す制度」「雇用が少なく、転職が難しい地域性」「親会社から移転される知識が特殊な技能」

が重要であることが分かった。社会的関係性が知識移転を促す理由についてはこれまでに

議論されてきたが、あまり研究がなされていなかった「海外子会社の能力を育成する際の制

約条件」に関して、若干の示唆を与えることが出来たのではないだろうか。しかし、まだ単

一事例からの一考察に過ぎないので、今後更なる研究が必要である。 
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